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2004〜2007年症例の施設別5年生存率追加

• 公表施設が28施設から30施設に増えました

• 全がん協自ら生存率を公表することにより

– がん登録や生存率公表基準の認知度を高め

– 拠点病院のがん登録の精度向上

– がん医療の均てん化

に貢献

• 拠点病院の生存率公表のモデル

• 患者さんが医師と話し合う資料として使っていただく
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全がん協生存率公表基準

• 臨床病期判明率60％以上

• 追跡率90％以上

• 症例数50例以上

• 同意の得られた施設、部位のみ公表
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対象年の記載

対象年の記載 9



胃がんの5年相対生存率

4年未満の施設は下部に表示 10



今後の課題

• がん登録がきちんと行われて初めて信頼に足る生存率が算定

可能。今回も追跡率が90％以下の施設が存在。

• 全国がん登録がスタートしましたが、しばらくは全がん協の取り

組みや地域がん登録の役割は重要

• 2015年12月までの症例の生存確認調査（予後調査）がきちん

と行える体制整備が必要

• 生存率の一覧表示はまだ問題が多い
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